
令和５年８月１８日制定 

令和６年４月２３日改正 

 

 千葉県環境負荷低減事業活動(農業分野)の実施に関する計画認定要領第４の２の規定に

基づき、以下のとおり事業活動認定基準を定める。 

主な事業活動 認定基準（具体的な取組内容） 担当課 

１ 堆肥その他の有機質資材の施用に

より土壌の性質を改善させ、かつ、

化学的に合成された肥料及び農薬の

施用及び使用を減少させる技術を用

いて行われる生産方式による事業活

動 

 

（１）有機農業：有機農業の推進に関

する法律（平成 18 年法第 112

号）第 2 条に規定する有機農業

をいう。）の取組 

 

（２）「ちばエコ農業」推進要領（平成

14 年 3 月 20 日付け農振第 786

号、園第 816 号）の別表１－１

の基準と合致した取組 

 

（３）特別栽培農産物に係る表示ガイ

ドライン（平成 4年 10月 1日 4食

流通第 3889号）に基づく生産方式 

 

（４）持続性の高い農業生産方式の導

入に関する指針（平成 12 年 3 月

24日流通第 689号）に基づく生産

方式の導入 

 

 

 

 

 

 

２ 温室効果ガスの排出の量の削減に

関する事業活動 

 

（１）施設園芸における省エネ機器や

施設・設備等の導入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 堆肥等を活用した土づくり、化学

農薬・化学肥料の使用低減を一体的

に行う生産方式による事業活動 

 

 

 

 

（１）～（３）有機ＪＡＳ認証取得者、

ちばエコ認証取得者及び特別栽培農産

物の申請についても、当要領に基づく

こと。 

（４）持続農業指針に沿った農業生産

方式 

①原則、千葉県持続性の高い農業

生産方式の導入に関する指針に

定めた生産方式に基づき認定す

るものとする。 

 

②品目ごとの認定基準について

は、「千葉県における持続性の高

い農業生産方式の導入に関する

指針」（令和４年２月改正）を参

考とすること。 

 

③②の指針に記載されていない技

術であっても、実施計画の目標

達成に必要な技術は、認めるも

のとする。なお、判断のつかな

い場合は、担当課に相談するも

のとする。 

 

２ 温室効果ガスの排出の量の削減に 

関する事業活動 

 

（１）施設園芸における省エネ機器や

施設・設備等の導入 

・ヒートポンプ、木質系バイオマ

ス、太陽熱利用（地中蓄熱等）、地

下水等利用（地熱水、ウォーター

カーテン等）等※ 

(加温施設面積の 1/4以上に導入) 
※「園芸用施設の設置等の状況」（農

林水産省）において「化石燃料以

外」に区分されているもの。 

化石燃料を利用する機器等と  

併用する場合は、当該施設面積に

環境農業推進 

課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) ･ (2) ･ (3)

生産振興課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 農業施設でのＬＥＤの利用 

 

 

 

 

（３）電動農機の利用 

 

 

 

 

 

 

 

（４）再生可能エネルギーの導入 

 

 

 

（５）水田作での秋耕による稲わらの

分解促進 

 

（６）温室効果ガスの排出量の削減に

資するスマート農業機器等の導入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1/2 を乗じた面積を導入面積とす

る。 

(例)加温ハウス 4,000㎡を所有す 

る場合 

(1,000㎡×4棟、重油暖房機使用) 

【現 状 値】導入面積 0㎡ 

【認証基準】導入面積 1,000㎡以上 

①2棟（2,000㎡）に従来の重油暖

房機に加えてヒートポンプを

追加導入 

→導入面積 2,000㎡×1/2＝1,000

㎡（基準達成） 

②1棟（1,000㎡）の暖房機をヒー

トポンプに切り替え、重油暖房

機は処分 

→導入面積 1,000㎡（基準達成） 

 

（２）農業施設でのＬＥＤの利用 

・施設園芸における電照栽培の 

照明をＬＥＤに切り替え 

(電照施設面積の 1/2以上を転換) 

 

（３）電動農機の利用 

・動力源に化石燃料を使用する農

機から電気等を利用する農機へ

の買い替え又は新規導入。（例：

トラクター、フォークリフト、ト

ラックなど当該農機の買い替え

又は新規導入） 

 

（４）電気や熱等の再生可能エネルギ

ーを農産物の生産、運搬、保管に

利用。 

 

（５）水田において収穫後～１２月末

までに、稲わらのすき込みを実施。 

 

（６）作業効率化・作業時間短縮を図

り、温室効果ガス削減（燃料節約）

につながる自動操縦トラクター、

自動草刈機等の活用。 

既存機器に比べ作業時間短縮を

図り、温室効果ガス削減（燃料節

約）につながるドローンの施肥・

農薬散布・播種などへの活用。 

適期防除により、作業回数の削

減等、温室効果ガス削減（燃料節

約）につながる気象データ等を使

った病害虫予察などの支援システ

ムの活用。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)農林水産

政策課 

 

(5) ･ (6)担い

手支援課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

   

（７） 強制発酵処理施設などの家畜 

排せつ物処理高度化施設の導入

による家畜排せつ物の堆肥化の

徹底 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）慣行飼料への環境負荷低減飼料

の添加又は転換 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）家畜の飼養において、排せつ物

の管理方法を変更することにより

メタン及び一酸化二窒素の排出量

を抑制する排出削減活動を対象と

する。 

J クレジット制度方法論 AG-002 

Ver.1.2「家畜排せつ物管理方法の

変更」のメタン及び一酸化二窒素

排出係数表を用い、現状と変更後

を比べ、排出係数が小さくなるこ

とを確認する。 

 

（８） 

①乳用牛・肉用牛・肥育豚・ブロイ

ラーの飼養において、通常の慣用

飼料に代えて、粗タンパク質（CP）

の含有率が低い「アミノ酸バラン

ス改善飼料」を給餌することによ

り、排せつ物管理に伴う一酸化二

窒素の排出を抑制する取組を対象

とする。 

・飼料外袋等 CP含有率がわかる資

料、実施前後（慣行飼料及びアミ

ノ酸バランス改善飼料）の給与量

がわかる生産記録等を提出する。 

・飼料に記載されている用法に準

じた量を給与する。 
 

②肥育牛または搾乳牛の飼料に脂

肪酸カルシウム飼料等の牛のゲッ

プに由来するメタン排出量を削減

する飼料の給与を対象とする。 

・脂肪酸カルシウム飼料は、脂肪

酸カルシウムを主成分とし、脂肪

酸が概ね 8 割位以上含むもの。バ

イパス油脂製剤は対象外。 

（注意：エコ畜事業では、乳牛へ

の給与は生乳に異常風味が生じる

可能性があるとの報告もあること

から、不飽和脂肪酸カルシウムの

みを対象にしている。） 

・飼料に記載されている用法に準

じた量を給与する。 

エコ畜での給与例：経産牛 1 頭

当たり年間 10㎏以上給与。 

・作業日誌や給与メニューと頭数

の内訳から確認する。 

・脂肪酸カルシウム飼料以外は効

果を示す公的なデータと給与量を

添付する。 

(7) ･ (8)畜産

課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

   

３ 別途、農林水産大臣が定める事業 

活動 

 

（１）家畜のふん尿に含まれる窒素、

燐その他の環境への負荷の原因と

なる物質又は餌料の投与等により

流出する窒素、燐その他の環境へ

の負荷の原因となる物質の量を減

少させる技術を用いて行われる 

生産方式による事業活動 

◆慣行飼料の環境負荷低減配合飼料

への転換 

 

 

 

 

 

 

 

◆家畜排せつ物の浄化処理施設の 

機能向上による窒素除去等 

 

 

 

 

 

（２）土壌への炭素の貯留に資する 

土壌改良資材を、農地又は採草放

牧地に施用して行う生産方式によ

る事業活動 

◆炭素貯留効果のあるバイオ炭の 

活用 

 

 

 

（３）生分解性プラスチックを用いた

資材の使用その他の取組によるプ

ラスチック使用製品産業廃棄物等

の排出若しくは流出の抑制若しく

はこれらに伴う農林漁業に由来す

る環境への負荷の低減又は化石資

源由来のプラスチックの使用料の

削減に資する生産方式による事業

活動 

◆生産活動に用いるプラスチック資

材の長期利用 

◆代替資材の活用 

 

 

３ 別途、農林水産大臣が定める事業

活動 

 

（１） 

  ①通常の慣用飼料に代えて、粗タ

ンパク質（ CP ）の含有率が低い

飼料（環境負荷低減型配合飼料、

アミノ酸バランス改善飼料）を給

餌することにより、家畜ふん尿中

の窒素排出量を低減。 

②通常の慣用飼料に代えて、環境

負荷低減型配合飼料やフィターゼ

添加飼料を給餌することにより、

家畜ふん尿中のリン排出量を低

減。 

・飼料外袋等 CP またはリン含有 

率がわかる資料、実施前後（慣行

飼料及び改善飼料等）の給与量が

わかる生産記録等を提出する。 

・飼料に記載されている用法に準

じた量を給与する。 

・既存の浄化処理施設と比べ新規

導入する施設または設備の窒素等

除去率が向上していること。設計

諸元の数値をもって確認する。 

 

（２）主作物の栽培期間の前後いずれ

かに、バイオ炭（※）をほ場に

50kg/10a 以上あるいは 500L/10a

以上投入する取組。 

※燃焼しない水準に管理された酸

素濃度の下、３５０℃超の温度で

バイオマスを加熱して作られる固

形物 

 

（３）プラスチック資材の排出又は流

出抑制に関する取組 

・農業用ハウスやトンネル等の被

覆資材を長寿命タイプへ切り替

え、又は使用期間の延長・再利用

等により年間排出量を抑制。 

（廃プラスチックの年間排出量※

を 1/2以下に削減） 

※原則として廃プラ処理実績（重

量ベース）とするが、算出が困

難な場合は、栽培面積での換算

など合理的に説明できるもので

もよい。（下記例参照）。 

 

 

 

(1)畜産課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)環境農業

推進課 

 

 

 

 

 

(3)生産振興

課(ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ資

材 の 長 期 利

用、代替資材

の活用) 

 

 

 

 

 

 



 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆プラスチック資材の流出抑制 

 

 

 

（４）その他の地域において通常行わ

れる施肥及び有害動植物の防除と

比較して化学的に合成された肥料

及び農薬の施用及び使用を減少さ

せる技術並びに生物の多様性の保

全その他の環境の保全に資する技

術を組み合わせて用いる農業に関

する技術を用いて行われる生産方

式による事業活動 

◆水田での冬期湛水 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （例）栽培面積換算の例 

ハウス 4,000㎡を所有する場合 

（1,000 ㎡×4 棟、農ビ使用・2

年更新） 

【現状値】年間 2,000㎡分 

 （4,000㎡／2年＝2,000㎡） 

  【認証基準】年間 1,000㎡分以下 

〇2棟を農 PO（8年）に切り替 

え、農ビの使用を 2年から 3年 

に延長→年間排出量 917㎡分 

（基準達成） 

農 PO 2,000㎡／8年＝250㎡分 

農ビ 2,000㎡／3年＝667㎡分 
 

・生分解性マルチ※の導入 

（マルチ栽培を行う圃場の年間延

べ栽培面積の 1/2以上を導入） 

※使用マルチは、「生分解性プラ」

「生分解性バイオマスプラ」マー

ク適合品（旧名称「グリーンプラ」

マーク適合品を含む。）に限る。 

 

・水田の水尻に捕集ネットを設置 

するとともに、浅水代かき 

（３～７ｃｍの水位）を行う。 

 

（４）化学肥料・化学農薬の使用削減

と併せて行う生物多様性の保全の

取組 

・冬期湛水管理は、冬期間の水田

に水を張る取組であって、以下の

すべてを満たすものとする。 

①２ヶ月以上の湛水期間を確保す

るための適切な取水措置及び漏水

防止措置が講じられていること。 

②集団的な取組を推進するため

に、市町村等が作成した計画に即

して実施されている取組であり、

かつ、生物多様性保全に資するも

のとしてその実施に関して市町村

長の承認等を得た取組であるこ

と。 

なお、市町村等が作成した計画  

  とは、市町村等が作成した地域の

環境保全に関する計画であって、

以下の内容が記載されたものとす

る。 

・生物多様性保全に関する市町村 

等の基本的考え方が記載されてい 

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境農業推進

課(流出抑制) 

 

(4)環境農業

推進課 

（冬期湛水） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆水田での魚道や生態系に配慮した

水路などの設置 

・生物多様性保全の取組を推進す 

るための方策として冬期湛水管理 

が位置づけられていること 

・取組農業者に対し、市町村等の 

基本的な考え方や生物の生息状況 

等の情報を共有するために必要な 

取組を実施する旨が記載されてい 

ること。 

 

・水田と水路つなぐ人工的な水路

（水田魚道）や生態系に配慮した

水路を設置する。 

設置する水田魚道は「水田魚道

づくりの指針」に、生態系に配慮

した水路は「環境との調和に配慮

した事業実施のための調査計画・

設計の手引き」「同技術指針」に準

拠したものとする。 

 

 

 

 

 

 

耕地課 

 

【問い合わせ先】 

（１）認定全般については、環境農業推進課とする。 

（２）認定の具体的な内容については、表にある各担当課とする。 


